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（別 紙）

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の指定電気通信設備

に関する接続約款の変更案に対する再意見書
1. テレカ使用料の低廉化について
料金表第２「工事費及び手続費」の「手続費」の内、（２）料金回収手続費の公衆電話からの回収費用（いわゆるテレカ使用料）は、１１．３９％（１００円あたり）のまま、９７年度適用分から変更がなされていません。他の手続費が作業単金等の低減により、毎年削減傾向にあることから考えて、本回収費が数年度に渡り変更とならないのは理解に苦しむものです。東西ＮＴＴはこのテレカ使用料については、少なくとも当社に適用されているＺＣ接続料の９７年度適用分からの低減と同等の割合で低減されるべきと考えます。

なお、手続費の算定根拠につきましては、料金回収手続費(公衆電話発信分)におけるテレホンカードの流通販売費用は、テレホンカード代金に一定の比率（流通販売比率）を乗じて算出されておりますが、当該費用（労務費、作業費、輸送費等）の性格上、カードという物理的なものを扱う費用がほとんどであることから、このような算出方法は適当ではないと考えられます。流通販売費用は、総費用を総販売枚数で除して得られる券種に依らないカード１枚あたりの単金とすることが適当と考えられます。

2. 他事業者の意見へのコメント

(1) ＮＴＳコストの排除とＲＴ経由回数について

ＮＴＳコストの排除につきましては、昨年９月の長期増分費用モデル研究会報告書においてケースＢモデルとして提示され、グローバルスタンダードとして外国政府を含め多くの事業者に支持されているものです。また、ＲＴ経由回数を二回とすることにつきましては当該報告書においてこれを採用すると結論づけられています。

当然のことと思いますが、今回の接続料の算定は出来得る限り長期増分費用モデルにおいて採用され、あるいは多数の支持を得た考え方に準拠すべきと考えます。

従いまして、当社といたしましては日本テレコム、東京通信ネットワーク及びその他の事業者が指摘しているように、ＮＴＳコストは接続料コストから控除されるべきであり、かつＧＣ折り返し呼のＲＴ経由回数は２回としてコスト配分がなされるべきと考えます。

(2) 専用線及び電話等へのＭＤＦの開放について
四国情報通信ネットワークの意見に賛同いたします。当社といたしましても、標準的な接続箇所としてＭＤＦを追加すべきと考えます。
現在、ＡＤＳＬの試験サービスについてはＭＤＦの開放がなされていますが、専用線や電話などのその他のサービスについてもＭＤＦの開放をするよう要望いたします。
なお、ＭＤＦ接続によるＡＤＳＬの試験サービスについては、サービス提供地域に関し一定の情報開示がなされておりますが、サービス未提供地域についても今後のサービス開始等に係る情報の開示を促進していただきたいと考えます。これは今後他の事業者が円滑に本格サービスを導入するために必要と考えます。
(3) 専用線事業者料金の早期導入と遡及適用について

テレコムサービス協会及び日本テレコムの意見に賛同いたします。当社といたしましても、平成１２年度中の早い時期において専用線の事業者料金が導入され、平成12年4月1日から遡及適用されるべきと考えます。

なお、事業者料金の算定に当っては、営業費を控除するなどコストベースとすることはもちろんですが、今回のＡＴＭ専用線の接続料のように、これにより現行ユーザー料金よりも高額となるようなことがあってはならないと考えます。また、事業者料金の料金体系につきましては、大量購入割引的なスキームであってはならないと考えます。大量購入割引の公正競争上の問題については３．（１）で申し述べます。

(4) 工事費及び作業費に適用する作業単金について
第二電電が指摘しているように、東西ＮＴＴの一時間当たりの作業単金（8,844円／時間～11,715円／時間）は常識的な水準をはるかに超えるものです。これについてはさらに低廉化を進める必要があります。

参考のため、労働省による賃金と労働時間の統計数字（９９年１１月度の毎月勤労統計調査のサービス業の数字を使用した。）から一時間当たりの賃金を算出すると２，０８９円（346,777円÷166時間）となります。これにオーバーヘッド費用が付加されて作業単金になりますが、8,844円／時間～11,715円／時間という東西ＮＴＴの作業単金はあまりにも高額に過ぎると言わざるを得ません。
このような極めて高額な作業単金は、東西ＮＴＴにコスト削減のインセンティブが働いていないことによるものと思われます。長期増分費用方式の早期導入を図ることにより東西ＮＴＴにコスト削減のインセンティブを与えることが必要と考えます。

(5) 他事業者のその他の主な意見

第二電電は、ＮＴＴ再編成に関する接続約款の規定について、継続的なパプリクコメントの実施やＮＴＴコミュニケーションズとの特殊事情に関する理由の開示、その解消スケジュールの明確化などの意見を提出されておられますが、当社といたしましてもこれに賛同いたします。

また、東京通信ネットワークは、交換機能（ＡＴＭ専用に係るもの）の接続料金がユーザー料金よりも高額になることからこれを将来原価で算定することを要求していますが、当社もこれに賛同いたします。

日本テレコムは、ＶＰ多重回線におけるコストの二重回収を是正すべきと意見を提出しておりますが、当社といたしましてもこのような不適切な料金設定は是正されるべきと考えます。

3. ＮＴＴコミュニケーションズの意見に対するコメント

(1) 大量購入割引について

ＮＴＴコミュニケーションズは、専用線に関し地域ネットワークの規模の経済性への貢献度を反映した料金体系の導入を要望していますが、これは地域専用線の最大の購入者であるＮＴＴコミュニケーションズのみを優遇するものとなり、公正競争を阻害することになると考えます。

米国ＦＣＣにおいては、大量購入割引は小規模の事業者に比べ最大の事業者をより優遇することになるということからこれを禁止しています。

なお、大量購入割引の考え方が電話公衆網の接続料に導入されるようなことになった場合、ＮＴＴコミュニケーションズは以下のようなことからより多くのトラフィックを集めることになり、大量購入割引の不当性がよりクローズアップされることになります。まず、ＮＴＴコミュニケーションズはその支配的地位を利用した低料金により多くのトラフィックを集めることになります。また、ＮＴＴグループとして地域から長距離・国際まで一体的なサービス提供を行なっていることから今後実施される優先接続などの営業活動においてより有利な立場に立つことが出来ます。このような状況において、ＮＴＴコミュニケーションズのみを優遇することになるような大量購入割引が電話公衆網の接続料にも導入された場合には、公正競争を損なうことになる恐れが極めて強いと考えます。

また、ＮＴＴグループはグループ会社間で内部相互補助を通してグループ会社間でのコストの分担が可能となっていると思われます。このような状況の中で、ＮＴＴコミュニケーションズのみを優遇する大量購入割引を導入することによりそのコストを東西ＮＴＴが負担することとなった場合（その一方で、競合他社には周知のとおりの極めて高額な接続料を課すことにより）、ＮＴＴコミュニケーションズの長距離市場のみならず国際電話市場における市場支配力がさらに強まることになる恐れがあると考えます。

(2) 長期継続利用割引について

長期継続利用割引が導入された場合、ＮＴＴコミュニケーションズは当然、東西ＮＴＴと長期継続利用契約を結ぶことになると思われます。ところが、競合他社については、東西ＮＴＴのネットワークから出来る限りの自由度を確保しようとすると思われることから、東西ＮＴＴと長期的な契約関係を結ぶこととなるケースは多くないのではないかと思われます。

従いまして、このように主にＮＴＴコミュニケーションズを優遇することになると思われる割引スキームについては導入されるべきではないと考えます。

(3) 地域別コストに基づく地域別網使用料について

当社といたしましては、このような料金体系の導入につきましては、東西ＮＴＴによるコスト情報の充分な開示が前提になると考えます。

4. パプリック・コメントの提出期限等について

東京通信ネットワークがその意見書において指摘しているように、第一回目の意見書提出までの期間が実質的には稼動日ベースで１０日しかありませんでした。パプリック・コメントの趣旨を没却することのないよう、当社といたしましても、今後は十分な検討時間が確保されるよう御省のご配慮を賜りたくお願いいたします。

また、現在のように意見書提出の機会が２回に限られていると、接続事業者は東西ＮＴＴの反論に意見を申し述べる機会が与えらないということになり、これは不公平であると考えます。当社といたしましても、東西ＮＴＴの反論に意見を申し述べる機会が与えられるよう要望いたします。

さらに、御省におかれてはパプリック・コメント制度の効率的な運用のため、東西ＮＴＴに接続約款の変更点について変更の理由を詳細に開示させ、かつ料金に関する非変更点については変更しない理由を詳細に開示させるべきと考えます。また、きせん点ＲＴコストの帰属の問題や経由回数の問題などのように今回の接続約款の改定において論点とされるべき事項については、申請時に接続約款改定理由として東西ＮＴＴにその見解を開示させるべきと考えます。他事業者の意見書の中には、「根拠を明確にすべき」あるいは「要因を明確にしていただきたい」等の要望が出されていますが、これがあらかじめ開示されていれば第一回目の意見書提出において接続事業者は実質的な議論をすることが出来、パプリック・コメント制度の効率的な運用につながるものと考えます。
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